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報 道 発 表 
令 和 8 年 4 月 2 3 日 
気 象 研 究 所 
海 洋 研 究 開 発 機 構 
(一財)気象業務支援センター 

 

日本海寒帯気団収束帯(JPCZ)の過去約60年間の変化を 
明らかにしました～近年JPCZに伴う降雪量が増加～ 

 

気象庁気象研究所及び海洋研究開発機構の研究チームは、2010年以
降、日本海寒帯気団収束帯(JPCZ)の発生数が増加しており、発生位置は
1960年代に比べて北偏していたことを明らかにしました。また、JPCZに
伴う降雪は北陸の内陸部や山岳域で増加、沿岸部で減少しており、この
降雪分布の変化は地球温暖化の影響を受けている可能性があることがわ
かりました。 

本研究の成果は、今後の日本の雪害対策や地球温暖化適応策の取り組
み推進に役立てられることが期待されます。 
 
１．概要 

冬季、日本海に発生する日本海寒帯気団収束帯（JPCZ）（用語解説１）は、
北陸地方や近畿地方北部、山陰地方の平野部に短時間の大雪をもたらします。
気象研究所と海洋研究開発機構は、日本全国5km領域気候データセット
（RCDSJRA-55）（用語解説２）から、過去約60年間 (1958年12月～2022年2
月)のJPCZ計289事例を抽出し、JPCZの季節変化、JPCZの長期変化及びJPCZ
がもたらす降雪の長期変化を調べました。 

その結果、JPCZの発生数は1960年から1980年半ばまでは多く、その後、
2010年頃までは発生数が少ない状態が続きましたが、2010年以降、再び発生
数が増加したことが分かりました。JPCZの発生数は１月に最も多く、JPCZに
伴う降雪量も１月に最も多いことが分かりました。JPCZの発生数が多い1960
年代頃と2010年代頃で比較すると、JPCZがもたらす降水量が増加し、JPCZの
位置はやや北に移動（北偏）する傾向が見られました。一方、JPCZに伴う降雪
量は、日本海上や沿岸部では減少、北陸地方の内陸部や山岳域では増加してい
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ました。また、降雨量は日本海から北陸の沿岸にかけて増加していました。 
これらは、地球温暖化による気候変動等によって日本海の水温や日本周辺の

気温が上昇したことで、日本海上の水蒸気量が増加し、JPCZ付近の雲がより発
達した結果と考えらます。また、JPCZの北偏については、偏西風の蛇行の北偏
と関連することが示唆されました。 

この研究成果は、令和8年4月23日に米国気象学会の科学誌「Journal of 
Climate」に掲載されます。 
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２．研究の背景 

地球温暖化が進行し、日本の年平均気温の記録が更新される一方、冬期は北
海道や本州の日本海側で大雪に見舞われる年も多くなっています。日本海側で
は冬型の気圧配置の時に雪が多く降りますが、通常は山沿いで大雪となり、沿
岸で大雪となることは多くありません。一方、北西の季節風が朝鮮半島の高い
山を迂回し、日本海で再びぶつかる場所は日本海寒帯気団収束帯（JPCZ）と呼
ばれ（図１）、JPCZ周辺では雪雲が発達します。発達した雪雲が風下に向かっ
て帯状に連なり、日本海側の地域にかかると、沿岸部でも局地的に短時間に多
量の雪が降ることがあります。 

JPCZの発生要因や内部構造に関する研究はこれまでも多くなされてきました
が（例えば、Nagata et al. 1986、Murakami et al. 2019、Watanabe et al. 
2022）、JPCZの発生数やJPCZに伴う降雪量の長期変化については分かってい
ませんでした。JPCZは日本周辺の大気の流れや大気の状態によって形成される
一方、JPCZに伴う降雪はよりスケールの小さい積乱雲によってもたらされ、日
本海側の山の影響も受けます。そのため、JPCZの長期変化を調べるためには、
長期間にわたる高解像度の解析用データが必要となります。 

気象庁は数値シミュレーションと観測データを組み合わせて、過去の大気の
流れを再現した再解析データを作成しています。ただ、再解析データは世界全
体を計算しているために解像度が粗く、日本の地域詳細な降水や降雪を再現す
ることはできません。そこで近年、再解析データをさらに高解像度化するため
に、地域気候モデル（用語解説３）を用いた力学的ダウンスケーリング（用語
解説４）が実施されています。 
 

３．研究内容と成果 

本研究では、気象庁55年長期再解析データ（JRA-55）をもとに日本付近を5
㎞メッシュに力学的ダウンスケーリングしたデータ「RCDSJRA-55」を分析し、
1958年12月から2022年2月までの過去63冬季のJPCZを抽出しました。JPCZの
抽出には、Shinoda et al. (2021)の中で使用された手法を一部改良した手法を用
いています。 

その結果、過去63冬季で計289のJPCZ事例を抽出できました。抽出した事例
を合成すると、日本海に帯状に強い収束域があり、その周辺で降水量が多いこ
とがわかります（図２）。月別に分けると、１月が127事例と最も多く、次い
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で12月の102事例、2月が最も少なく60事例でした。JPCZに伴う降水は12月と
1月に多く、降雪量は１月が最も多くなりました。１月はJPCZの発生数も多く、
最もJPCZによる大雪が起こりやすい月であることが分かりました。 

2021/22年冬季まで63冬季のJPCZの発生数の年々変動を図３に示します。
JPCZの発生数には数十年規模の変動は見られますが、1958/59冬季から
2021/22年冬季までの期間に統計的に信頼できる長期変化傾向はみられません
でした。年々のJPCZ発生数を見ていくと1960年から1980年半ばまでは多く発
生し、その後、2010年頃までは発生数が少ない状態が続きましたが、2010年
以降、再び発生数が増加したことが分かります。このJPCZの発生数は日本の冬
季平均気温との相関が高く、寒い冬にJPCZが多く発生していました。 

次に、1960年代頃に発生したJPCZと、2010年以降に発生したJPCZとの違い
を調べました。1958/59年～1969/71年の13冬季（期間１）と2009/10年～
2021/22年の13冬季（期間２）で比較すると、JPCZの指標となる収束の強さは、
JPCZの南側で弱まり、北側で強まっていたことから、平均的な位置が北側に移
動していました。期間２は期間１に比べて、上空の気圧の谷（トラフ）や偏西
風の位置がやや北偏しており、これがJPCZの北偏をもたらした可能性が考えら
れます。また、JPCZがもたらす降水量や降雪量、水蒸気量について、期間２は
期間１に比べて次の違いがあることがわかりました（図４）。 

 JPCZ周辺の降水量は全体的に増加しているが、南側では降水量が減少
している 

 降雪量は日本海上や北陸地方の沿岸部で減少し、内陸部や山岳域では
増加している 

 降雨量は全域で増加し、特にJPCZ周辺では大きな増加となっている 
 日本海中部の気温は１度以上、水温は1.2度以上上昇しており、これに

伴い日本海から本州にかけての水蒸気量の増加も確認される 
この結果は、近年の地球温暖化等に伴って増加した日本海上の水蒸気がJPCZ

周辺に集まり、JPCZによる降水量が増加した一方、気温上昇により、海上や沿
岸部ではJPCZに伴う降雪が降雨に変わりつつあることを示唆しています。 

 
３．今後の展望 

本研究では、約60年間の日本全国5km領域気候データセット「RCDSJRA-55」
を用いて、JPCZ及びJPCZがもたらす降雪量の長期変化を調べました。今回得
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られた結果は、地球温暖化に伴って起こると予測される極端降雪の変化とも整
合的な結果となっています。今後は、同様の手法を5kmメッシュの将来予測計
算（全国5kmメッシュアンサンブル気候予測データ）などにも適用し、JPCZ及
びJPCZに伴う極端降雪の将来変化予測にも取り組んでまいります。 

本研究が、今後の日本の雪害対策や、地球温暖化の社会への影響を低減させ
る適応策への取り組みの推進に役立てられることが期待されます。 
 

 
図１ 日本海寒帯気団収束帯（JPCZ）発生時の衛星画像 
2023年12月21日10時の気象衛星ひまわり（トゥルーカラー画像）。朝鮮半島
の北の付け根から日本海中部、能登半島の北を通って新潟県に延びるまとま
った雲が、日本海寒帯気団収束帯(JPCZ)に伴う雲。 
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図２ 抽出したJPCZ事例の合成図 
(a) 海面更正気圧（海面高度で揃えた気圧）と収束の強さ。色が濃いほど収束
が強い場所。(b)海面更正気圧と12時間積算降水量。 

 

 
図３ JPCZの事例数の年々変動 
1958/59年冬季から2021/22年冬季までのJPCZの事例数の年々変動。折れ線は
５年移動平均。期間１は1958/59冬から1970/71年冬の13年冬季、期間２は
2009/10冬から2021/22冬の13冬季。 
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図４ JPCZ発生時の海面更正気圧、降水量、降雪量、降雨量 
期間１と期間２における降水量（上段）、降雪量（中段）、降雨量（下段）、
及びそれぞれの期間２と期間１の差（期間２から期間１を引いたもの）。単位
はmm。降雪量は水換算した値を示す。斜線は統計的に信頼できる差を示す場
所。 
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用語解説 
１）日本海寒帯気団収束帯（JPCZ） 

冬季、大陸から吹きだす北西の冷たい風は、朝鮮半島の高い山（白頭山）を
超えられずに迂回し、風下の日本海で再びぶつかります。風がぶつかる場所は
収束帯と呼ばれ、朝鮮半島の付け根あたりから日本まで、1000キロにも及ぶ収
束帯が形成されます。これを日本海寒帯気団収束帯（Japan Sea Polar Airmass 
Convergence Zone: JPCZ）と呼びます。JPCZ付近では積乱雲が発達して、強
い降雪が発生します。JPCZは北陸地方から近畿北部、山陰地方にかけてかかる
ことが多く、JPCZが同じような場所に停滞すると、日本海側の沿岸部でも大雪
になることがあります。2018年2月にはJPCZが福井市にかかり、福井地方気象
台では24時間に65cmの降雪を観測し、56豪雪以来の積雪147cmを記録しまし
た。 
参考：https://www.jamstec.go.jp/apl/hotspot2/terms/jpcz.html 
 
２）日本全国5km領域気候データセット「RCDSJRA-55」 

気象庁55年長期再解析(JRA-55)から、地域気候モデル（用語解説３）を用い
て5kmメッシュに力学的にダウンスケーリング（用語解説４）したデータです
(Kawase et al. 2023)。実際の計算では約55kmメッシュのJRA-55と5kmメッシ
ュの地域気候モデルの間に20kmメッシュの計算を挟んでいます。1958年9月か
ら2022年8月までのデータが存在し、データ統合・解析システム(DIAS)からデ
ータが公開されています。 
 
３） 地域気候モデル 

地域気候モデルは領域気候モデルとも呼ばれ、物理法則に基づき、大気の流
れや降水、降雪、積雪などを計算します。日本周辺など特定地域を高解像度で
計算したいときに用いられます。本研究では、気象庁が以前現業で用いていた
メソ数値予報モデル（NHM）を気候計算用に改良した地域気候モデル
（NHRCM）を用いています。 
 
４） 力学的ダウンスケーリング 

世界全体を計算する再解析データや将来予測データをもとに、地域気候モデ
ルを用いて、対象とする領域（例えば日本付近）だけを水平解像度を上げて
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（例えば5kmメッシュ）計算する手法を力学的ダウンスケーリングと呼びま
す。地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース（d4PDF）や
気象庁の地球温暖化予測情報を作成するためにも使用されています。 
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